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2１．近年の⾃然災害

氾濫した主な河川と⾬量

出典︓ウェザーニュースより

【人的被害】
死者︓98名
重傷︓40名
⾏⽅不明︓3名
【物的被害】

全壊︓2,806棟
半壊︓18,336棟
床上浸⽔︓18,702棟
床下浸⽔︓28,605棟

いずれも消防庁11月25日時点情報

令和元年台風19号
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3１．近年の⾃然災害

令和元年台風19号（⻑野県）
出典︓産経新聞より
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4１．近年の⾃然災害

平成30年⻄日本豪⾬（岡⼭県）
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5１．近年の⾃然災害

北海道胆振東部地震
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6１．近年の⾃然災害



ⒸTokio Marine & Nichido Fire Insurance Co.,Ltd. all rights reserved

7１．近年の⾃然災害

ご参考︓事故発⽣後の復旧プロセス
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半年間休業すると
損害額は︖

【売上高１億円の場合の損害額】

業種 平均的な粗利率 損害額（半年休業）
飲食業 65％ 3,250 万円
⾦属製品製造業 40％ 2,000 万円
小売業 30％ 1,500 万円
介護業 90％ 4,500 万円
建設業 35％ 1,750 万円

︖︖
︖︖
︖︖
︖︖
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8１．近年の⾃然災害

ご参考︓⽔災による⼤⼝⽀払事例

⽀払保険⾦ 休業日数 業種

71,277,516 円 155日 飲食品小売業

18,634,016 円 333日 ゴルフ場

16,983,967 円 46日 医療介護業

11,931,461 円 79日 飲食業

︖︖

︖︖

︖︖

︖︖
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9２．北海道における⾃然災害の歴史

【地震・被害の概要】

2018/9/6 03:07
北海道胆振地⽅中東部で発⽣。
• 死者数 41人
• 負傷者数 681人
• 住宅被害 725棟

（内、全壊148棟、半壊161棟、一部損壊416棟）
（2018/9/13現在）

被害総額 2,089億円（北海道庁発表）
【特徴】

–震源近くの厚真町で震度7を記録、大規
模な土砂災害が発⽣した他、コンビナー
ト・発電所で火災が発⽣した。

–企業においては、停電による事業の縮小・
停止を余儀なくされたケースが多発した。

出所︓地震調査研究推進本部 地震調査委員会
平成30 年北海道胆振東部地震の評価（平成30年10月12日公表）

北海道胆振東部地震（2018年9月6日）

店舗の倒壊（むかわ町）
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10２．北海道における⾃然災害の歴史
北海道に被害を与えた代表的な地震

１ 北海道南⻄沖地震（1993年７月12日）
（１）規模︓M7.8
（２）死者︓201名
（３）⾏⽅不明者︓28名
（４）住家全半壊︓1,009棟

震源域が奥尻島や渡島半島⻄岸に近かった
ため、地震発⽣後４〜５分で津波が押し寄せ
多くの人が犠牲となった

出典︓⽂部科学省・地震調査研究推進本部

２ 釧路沖地震（1993年１月15日）
（１）規模︓M7.8

（２）死者︓２名
（３）負傷者︓966名
（４）住家全半壊︓307棟
釧路、⼗勝地⽅を中⼼に被害が発⽣

３ 十勝沖地震（2003年９月26日）
（１）規模︓Ⅿ8.0
（２）死者・⾏⽅不明者︓２名
（３）重軽傷者︓847名
（４）住家全半壊︓484棟
日⾼、⼗勝、釧路地⽅を中⼼に被害が発⽣

出典︓北海道公式HP「北海道防災情報」、「過去に発⽣した道内各地域の主な地震被害」

出典︓⽂部科学省 地震調査研究推進本部「⽇本海東縁部の地震活動の⻑期評価」
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11ご参考︓確率論的地振動予測地図（最⼤ケース／30年震度5強以上）

出典：政府地震調査研究推進本部
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12２．北海道における⾃然災害の歴史

北海道地⽅への台風の接近数
（地域内の気象官署から300km以内に通過した台風の数）

2
0
1
6

統計開始以来最多︕
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13２．北海道における⾃然災害の歴史

出典：「平成28年8月北海道大雨激甚災害を踏まえた水防災対策検討委員会」資料（国土交通省北海道開発局・北海道）

短時間強⾬の増加
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14３．今日から出来る取組みのご紹介

（１）ハザードマップの確認
◆国⼟交通省ハザードマップポータルサイト︓２種類の検索⽅法

【重ねるハザードマップ】

洪水・土砂災害・津波の
リスク情報、道路防災情
報、土地の特徴・成り⽴
ちなどを地図や写真に自
由に重ねて表示できます。

【わがまちハザード
マップ】

各市町村が作成したハ
ザードマップへリンクしま
す。地域ごとの様々な
種類のハザードマップを
閲覧できます。

出典︓国土交通省ハザードマップポータルサイト
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15３．今日から出来る取組みのご紹介

倉敷市ハザードマップ

2018年⻄日本豪⾬の実例︓ハザードマップと浸⽔域がほぼ⼀致

国土地理院浸水図
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16３．今日から出来る取組みのご紹介

◆BCP＝
◆日本語では＝

◆BCPの目的＝

◆重要業務＝

Business Continuity Plan
事業継続計画

原因が何であれ、危機的事象が発⽣した際に重要な事業を継
続するための⽅針・体制・手順等を、事前に取り決めておく計画。
重要業務を遂⾏するために投⼊する経営資源（ヒト・モノ・カネ）
やスケジュールなどを具体的に定めたもの。

①会社の存亡︓供給責任、売上確保
②社会のニーズ︓災害時に求められる業務、サービスの提供
③社会貢献︓自社のインフラやサービス内容を活かした社会貢献

（２）平時の推進体制の構築

優先して継続・早期再開する事業（サービス・商品
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17３．今日から出来る取組みのご紹介

◆重要業務のイメージ
完成品
メーカー①

完成品
メーカー②

部品メーカー

スーパー

卸売

病院

介護

⼟木中心

建築

旅館・ホテル

カラオケ店

病院・介護

建設業

・収益に影響を与える商品の製造、既納⼊商品のメンテナンス、在庫があれば地域貢献

・収益に影響を与える商品の製造
・ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝに与える影響（他社に⽣産を代替されることの防止）を与える商品の製造
例︓Ａ社に納⼊している部品Ｘの製造

・食糧や水などの⽣活必需品の販売継続、臨時の避難場所の提供など
・通常業務への早期復旧

小売

製造業

サービス業

・倒壊したまたは倒壊の恐れのある建物の撤去、危険物除去
・建設中の建物の完成
・重要顧客の建物の修繕
・宿泊者の安全確保
・被災者の受け⼊れ
・共通資源としての宿泊先提供

・被災者の受け⼊れ

・製品によっては災害後の需要増に応える必要あり

・インフラ整備に必要な資材の供給（鉄鋼、木材、セメントなど）
・○○向け商品の納⼊

・⼊院患者の対応（⽣命維持、治療継続、転院）
・被災患者の対応（大量のけが人への対応策）

・⼊居者への対応（⽣命維持、最低限のサービスの継続）
・場合によっては被災者の受け⼊れなど

・官公庁からのインフラ復旧オーダーへの対応
・地⽅自治体との災害応援協定に基づく業務
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18３．今日から出来る取組みのご紹介

◆BCP策定シートのイメージ（1/2）
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19３．今日から出来る取組みのご紹介

◆BCP策定シートのイメージ（2/2）
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20３．今日から出来る取組みのご紹介

「事業継続⼒」を強化するにはBCP策定は極めて重要︕
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21

中小企業庁がＨＰで公表した資料から分かることは・・・
≪現状・課題≫
 ⼤規模な災害が⽴て続けに発⽣。予測しづらくなってきている。
 地震リスクもさることながら、特に、⽔害リスクが高まってきている。
 ⼀⽅で、当面の経営課題として「災害対策」は必ずしも重要視されていない。
 約半数の企業は、風⽔災を補償する保険に加入していない。

会員事業者の⼤切な資産をお守りする為には、
適切な保険の⼿配・提案が重要。

建物・工場等の固定資産 火災保険

復旧に関わる資⾦繰り 休業補償
（具体的には、ビジネス総合保険）

３．今日から出来る取組みのご紹介
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22３．今日から出来る取組みのご紹介

都道府県 補償内容 業種 事故概要 休業日数 売上高 ⽀払保険⾦ 年間保険料

岡山県 休業 ⽼人福祉・
介護事業

集中豪雨により建物内に浸水被
害。活動続⾏不可能となり休業。 85日 23,996万円 約1,500万円 約40万円

岡山県 休業 小売業 集中豪雨により川が増水したため、
飼料の搬⼊ができず休業。 45日 6,919万円 約16万円 約5万円

広島県 設備什器 建設業
事務所近くの川が氾濫し、事務所
が冠水。電化製品の故障や事務
用品の損傷が発⽣。

ー 5,070万円 約400万円 約20万円

建物 ー 約220万円 約5万円

設備什器 ー 約200万円 約8万円
愛媛県 製造業 集中豪雨により建物内だけでなく、

建物自体に被害が発⽣。 75,500万円

保険⾦⽀払事例（⻄日本豪⾬）
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23３．今日から出来る取組みのご紹介
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24３．今日から出来る取組みのご紹介
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25３．今日から出来る取組みのご紹介
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制度創設
の背景

割引率

全国での
取扱保険料

弊社
の実績

1995年のＰＬ法施工に併せて創設された協議会PLを発展的に引
き継ぐための制度。頻発する自然災害に対する休業補償や賠償責
任を総合的に補償する事業活動包括保険制度。

現在、最大３３％の割引率︕

2016年7月創設。本年7月で募集開始４年目︕
日商全体で204億円︕ 加⼊件数は56千件︕

弊社取扱いで、１５５億円︕３９千件︕
弊社シェアは約７６％︕

制
度
の
特
長

●「漏れ」や「ダブリ」なく、一つの証券にまとめて補償︕
●一般加⼊より最大約３３％割安の保険料︕
●事業休業リスク補償により事業継続を確実に︕
●地震による休業損失も追加補償可能︕
●サイバーアタック等の情報セキュリティ被害も補償︕
●保険料は全額損⾦処理︕ 満期時の保険料精算も不要︕
●「早期災害復旧支援」による事業継続支援︕
●21年1月始期以降「感染症補償特約」が新設︕

３．今日から出来る取組みのご紹介

「感染症補償特約」
・・・感染症が原因でお客様
の営業が休止・阻害された
ために⽣じた休業損失や、
発⽣する各種費用（消毒
費用等）について補償しま
す。（営業自粛は対象外
です）



ご清聴ありがとうございました。

東京海上日動は、皆様の事業活動の継続的な発展
をご支援致します。

【ご照会先】
東京海上日動火災保険株式会社
札幌中央支店 ⾦融公務課
電話︓011-271-7285
e-メール︓saori.kurihara@tmnf.jp


